
（案）

令和元 (２０１９ )年度

函館市健全化判断比率および

資金不足比率審査意見書

函 館 市 監 査 委 員





函 監

令和２年(2020年)８月24日

函館市長 工 藤 壽 樹 様

函館市監査委員 小 野 浩

函館市監査委員 本 間 裕 邦

函館市監査委員 板 倉 一 幸

函館市監査委員 藤 井 辰 吉

令和元(２０１９)年度函館市健全化判断比率および

資金不足比率審査意見について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項および第２２

条第１項の規定により審査に付された各比率ならびにその算定の基礎と

なる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり意見を提出します。





目 次

［ 意見書編 ］ ページ

令和元（２０１９）年度函館市健全化判断比率および資金不足比率審査意見

１ 審 査 の 対 象 …………………………………… 1

２ 審 査 の 主 な 着 眼 点 …………………………………… 1

３ 審 査 の 方 法 …………………………………… 1

４ 審 査 の 期 間 …………………………………… 1

５ 審 査 の 結 果 …………………………………… 1

（１）健 全 化 判 断 比 率 …………………………………… 1

① 実 質 赤 字 比 率 …………………………… 2

② 連 結 実 質 赤 字 比 率 …………………………… 2

③ 実 質 公 債 費 比 率 …………………………… 3

④ 将 来 負 担 比 率 …………………………… 4

（２）資 金 不 足 比 率 …………………………………… 5

６ 審 査 意 見 …………………………………… 5

［ 資 料 編 ］

健全化判断比率および資金不足比率審査資料





- 1 -

令和元（２０１９）年度函館市健全化判断比率
お よ び 資 金 不 足 比 率 審 査 意 見

１ 審 査 の 対 象

令和元（２０１９）年度実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率

（以下「健全化判断比率」という。）および資金不足比率ならびにそれらの算定の基礎となる事

項を記載した書類

２ 審査の主な着眼点

主な着眼点は次のとおりとし、必要に応じ、全国都市監査委員会の「監査等の着眼点」から適

宜選択して実施した。

・健全化判断比率等の算定は、関係法令に従って適正に行われているか。

・算定の基礎となる事項を記載した書類は適正に作成されているか。

３ 審 査 の 方 法

審査にあたっては、健全化判断比率および資金不足比率が関係法令に基づき算定され、かつ、

その算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかについて、函館市監査基準

に基づき、決算書のほか各決算関係書類および根拠資料との照合や関係職員からの聴取等により

審査した。

４ 審 査 の 期 間

令和２年（２０２０年）７月６日から令和２年８月１８日まで

５ 審 査 の 結 果

審査に付された健全化判断比率および資金不足比率ならびにその算定の基礎となる事項を記載

した書類は、いずれも適正に作成されていると認められた。

(１) 健全化判断比率

令和元年度の健全化判断比率は、次のとおりである。

（単位：％）

令和元年度
決　　　算

早期健全化
基 準

財 政 再 生
基 準

① 実 質 赤 字 比 率 － 011.25 20

② 連 結 実 質 赤 字 比 率 － 016.25 30

③ 実 質 公 債 費 比 率 7.3 025.00 35

④ 将 来 負 担 比 率 52.4 350.00

区　　　　　分
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① 実質赤字比率

当年度の実質赤字比率は、前年度に引き続き発生していない。

また、前年度と比較すると一般会計決算において黒字が増加したことなどから、算定式に基づ

く実質赤字比率は、下記表のとおり△1.93％となり1.27ポイント改善している。

② 連結実質赤字比率

当年度の連結実質赤字比率は、前年度に引き続き発生していない。

また、前年度と比較すると病院事業会計において資金不足額が減少したほか、一般会計決算に

おいて黒字が増加したことなどから、連結の実質収支は黒字が増加し、算定式に基づく連結実質

赤字比率は、下記表のとおり△7.86％となり1.54ポイント改善している。

対前年度比較 対前年度比較

％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％

 算定式に基づく

 ※　比率（％）の△表示は黒字を表している。

平成２９年度

実 質 赤 字 比 率 － － － － －

区　　分
令 和 元 年 度 平 成 ３ ０ 年 度

(0.83)(△0.66) (△1.49)(△1.27)比 率 (△1.93)
赤 字

実 質
黒 字

対前年度比較 対前年度比較

％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％

 算定式に基づく

 ※　比率（％）の△表示は黒字を表している。

(△6.47)連結実質
黒 字

比 率
赤 字

(△7.86) (△1.54) (△6.32) (0.15)

－ － －

平成２９年度

連結実質赤字比率

区　　分
令 和 元 年 度 平 成 ３ ０ 年 度

－－
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③ 実質公債費比率

当年度の実質公債費比率は7.3％であり、早期健全化基準の25％を下回っている。

実質公債費比率は、健全化法の規定により過去３か年の単年度実質公債費比率の平均により算

出することとなっており、前年度と比較すると下記表のとおり0.8ポイント改善している。

また、令和元年度単年度では、地方債の元利償還金が減少したことなどから5.4％となり、前

年度の単年度比率8.6％と比較すると3.2ポイント改善している。

対前年度比較 対前年度比較

％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％

7.3 △0.8 8.1 0.2 7.9

平成２９年度

実 質 公 債 費 比 率

区　　分
令 和 元 年 度 平 成 ３ ０ 年 度

【実質公債費比率の算出】 （単位：％）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

7.7 8.1 8.6 5.4（ 単 年 度 実 質 公 債 費 比 率 ）

区　　分

平成３０年度実質公債費比率
（ ３ か 年 平 均 ）

令 和 元 年 度 実 質 公 債 費 比 率

8.1

7.3
（ ３ か 年 平 均 ）

7.9 8.1

7.3

6.5

6.2

8.5 8.5

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

％
実質公債費比率の状況
（早期健全化基準２５％）

函館市 中核市 道内８市
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④ 将来負担比率

当年度の将来負担比率は52.4％であり、早期健全化基準の350％を下回っている。

また、前年度と比較すると財政調整基金および公共施設整備等基金の残高の増などにより、将

来の充当可能基金残高が増加したことなどから、下記表のとおり4.8ポイント改善している。

61.1

57.2
52.4

61.8

58.5

84.9

79.9

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

％

将来負担比率の状況
（早期健全化基準３５０％）

函館市 中核市 道内８市

対前年度比較 対前年度比較

％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％

52.4 △4.8 57.2 △3.9 61.1

区　　分
令 和 元 年 度 平 成 ３ ０ 年 度

平成２９年度

将 来 負 担 比 率
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(２) 資金不足比率

当年度の資金不足比率は下記表のとおりであり、病院事業会計において、前年度に引き続き

資金不足額を生じたことから16.4％となっているが、健全化法に規定する経営健全化基準の20％

を下回っている。

また、他の会計においては、前年度に引き続き資金不足比率は発生していない。

６ 審 査 意 見

(１) 健全化判断比率

特に問題となる点は認められなかった。

(２) 資金不足比率

病院事業会計を除く５事業会計については、資金不足比率が発生していないため、特に問題

となる点は認められなかった。

病院事業会計については、健全化法に規定する資金不足比率が16.4％となり、財政健全化計

画を要する経営健全化基準の20％を下回ってはいるものの、地方財政法（昭和２３年法律第

１０９号）に規定する資金不足額が、企業債の発行に許可を要することとなる額を上回ってい

ることから、病院事業の経営は非常に厳しいものと思料される。

したがって、今後の事業運営にあたっては、「（新）函館市病院事業改革プラン」に掲げる具

体的方策を着実に実施することはもとより、経営健全化に寄与するため、医療制度改革や社会情

勢等を的確に把握し、全職員が経営感覚を持って、あらゆる方策を検討、実施されるよう要望

する。

（単位：％）

令和元年度
決　　　算

平成３０年度
決　　　　算

経営健全化
基　　　準

① 地方卸売市場事業特別会計 － －

② 発 電 事 業 特 別 会 計 － －

③ 水 道 事 業 会 計 － －

④ 公 共 下 水 道 事 業 会 計 － －

⑤ 交 通 事 業 会 計 － －

⑥ 病 院 事 業 会 計 16.4 17.3

20

区　　　　　分
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１ 健全化判断比率

① 実質赤字比率

普通会計の実質赤字の標準財政規模に対する比率

※ 福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化

し財政運営の深刻度を示すもので、この比率が高くなるほど赤字の解消に長期間を要

することとなる。

当年度の実質赤字比率は、実質収支が黒字であったため、マイナス1.93％となっており、実

質赤字比率は発生していない。

Ａ
実質赤字比率 ＝

Ｂ

Ａ＝一般会計等の実質赤字額

：一般会計および特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額

Ｂ＝標準財政規模：標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額

【令和元年度】

Ａ：△1,344,638 千円
＝ △1.93％（黒字）

Ｂ： 69,622,544 千円

Ｂ（標準財政規模）の内訳 （単位：千円）

区 分 金　　額

標準税収入額等 35,379,869

普通交付税額 30,736,785

臨時財政対策債発行可能額 3,505,890

合 計 69,622,544

Ａ（一般会計等の実質赤字額）の内訳 （単位：千円）

歳 入 総 額 歳 出 総 額 翌年度繰越財源 実 質 赤 字 額

ａ ｂ ｃ ｄ=(ｂ+ｃ)-ａ

一 般 会 計 136,092,307 134,729,073 73,750 △1,289,484

港 湾 事 業 特 別 会 計 3,545,588 3,492,719 － △52,869

奨 学 資 金 特 別 会 計 34,086 33,201 － △885

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 213,892 47,951 164,541 △1,400

合 計 139,885,873 138,302,944 238,291 △1,344,638

 ※　△表示は黒字

会    計    名
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② 連結実質赤字比率

普通会計および公営事業会計の実質赤字の標準財政規模に対する比率

※ 地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し財政運営の深刻度を示すものであ

り、この比率が高くなるほどその解消期間も長期にわたるおそれがある。

なお、公営企業の赤字を計算する場合には、資金不足額から解消可能資金不足額を

差し引くこととなる。

当年度の連結実質赤字比率は、実質収支が黒字であったため、マイナス7.86％となっており、

連結実質赤字比率は発生していない。

Ｃ
連結実質赤字比率 ＝

Ｂ

Ｃ＝連結実質赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額

イ：一般会計および公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会

計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

ロ：公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

ハ：一般会計および公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒

字の合計額

ニ：公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

Ｂ＝標準財政規模

【令和元年度】

Ｃ：△5,476,357 千円
＝ △7.86％（黒字）

Ｂ： 69,622,544 千円
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Ｃ（連結実質赤字額）の内訳 （単位：千円）

一 般 会 計 ・ 特 別 会 計 歳 入 総 額 歳 出 総 額 翌年度繰越財源 実質赤字額

（イ・ハ） ａ ｂ ｃ (ｂ+ｃ)-ａ

一 般 会 計 136,092,307 134,729,073 73,750 △1,289,484

港 湾 事 業 特 別 会 計 3,545,588 3,492,719 － △52,869

奨 学 資 金 特 別 会 計 34,086 33,201 － △885

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 213,892 47,951 164,541 △1,400

小 計 139,885,873 138,302,944 238,291 △1,344,638

国民健康保険事業特別会計 29,374,624 28,793,187 － △581,437

自 転 車 競 走 事 業 特 別 会 計 16,564,793 16,550,326 － △14,467

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 30,467,212 29,903,428 － △563,784

後期高齢者医療事業特別会計 4,250,336 4,173,766 － △76,570

合 計 ① 220,542,838 217,723,651 238,291 △2,580,896

　

企業会計（法適・法非適） 流動負債(控除後) 流動資産または 解消可能資金 資金不足額

（ロ・ニ） または歳出額　ａ 歳入額　　　ｂ 不足額　　ｃ ａ-ｂ-ｃ

地方卸売市場事業特別会計 397,277 404,807 － △7,530

発 電 事 業 特 別 会 計 4,055 5,011 － △956

水 道 事 業 会 計 776,700 4,066,360 － △3,289,660

公 共 下 水 道 事 業 会 計 1,673,543 3,840,853 － △2,167,310

交 通 事 業 会 計 106,822 585,321 － △478,499

病 院 事 業 会 計 6,502,477 3,453,983 － 3,048,494

合 計 ② 9,460,874 12,356,335 － △2,895,461

 ※１　△表示は黒字

合計 ①＋② △5,476,357   ２　法適用企業の流動負債は控除企業債等を控除後の金額
　　 であり、その内訳については9ページを参照のこと。
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③ 実質公債費比率

普通会計、公営事業会計および一部事務組合・広域連合の実質的な債務（元利償還金と準元

利償還金の合計額）の標準財政規模に対する比率

※ 借入金の返済額およびこれらに準ずる額の大きさを指標化し資金繰りの危険度を示

すもので、この比率が高まるほど財政の弾力性が低下し、他の経費を節減しないと赤

字団体になる可能性が高まる。

当年度の実質公債費比率は7.3％であり、早期健全化基準25％を下回っている。

（Ｄ＋Ｅ）－（Ｆ＋Ｇ）
実質公債費比率 ＝ の３か年平均

Ｂ－Ｇ

Ｄ＝地方債の元利償還金

Ｅ＝準元利償還金：イからホまでの合計額

イ：満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合

における１年当たりの元金償還金相当額

ロ：一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の

財源に充てたと認められるもの

ハ：組合・地方開発事業団（以下「組合等」という。）への負担金・補助金のうち、組

合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

ニ：債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

ホ：一時借入金の利子

Ｆ＝特定財源

Ｇ＝元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

Ｂ＝標準財政規模

【令和元年度（単年度）】

（単位：千円）

（Ｄ：13,155,795＋Ｅ：3,024,178）－（Ｆ：2,641,838＋Ｇ：10,328,960）
＝ 5.4％

Ｂ：69,622,544 － Ｇ：10,328,960

【実質公債費比率の３か年平均】 （単位：％）

平 成 ２ ９ 年 度 平 成 ３ ０ 年 度 令 和 元 年 度
（ 単 年 度 ） （ 単 年 度 ） （ 単 年 度 ）

8.1 8.6 5.4 7.3

３ か 年 平 均
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Ｅ（準元利償還金）の内訳 （単位：千円）

区 分 金　 額

イ －

水道事業会計 47,907

公共下水道事業会計 1,310,258

交通事業会計 38,049

病院事業会計 1,371,792

地方卸売市場事業特別会計 51,298

ハ －

土地購入分（函館駅前市有地等整備用地ほか） 95,397

ニ 204,874 物品購入費（車両割賦購入費ほか） 109,422

その他（利子補給費） 55

ホ － 一時借入金の利子 0

合 計 3,024,178

内　　　　　　　　　　　訳

ロ 2,819,304

Ｆ（特定財源）の内訳 （単位：千円）

区 分 金　　額

地方債を財源とする貸付金に係る貸付金収入 73,056

公営住宅使用料 188,153

都市計画税 2,380,629

合 計 2,641,838
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④ 将来負担比率

出資法人等を含めた全会計の実質的負債の標準財政規模に対する比率

※ 地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負

担等の現時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する懸念が高いかどうかを

示すもので、この比率が高いほど今後の財政運営が圧迫されるなど問題が生じる可能

性が高まる。

当年度の将来負担比率は52.4％であり、早期健全化基準350％を下回っている。

Ｈ－（Ｉ＋Ｊ＋Ｋ）
将来負担比率 ＝

Ｂ－Ｇ

Ｈ＝将来負担額：イからチまでの合計額

イ：一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

ロ：債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの）

ハ：一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額

ニ：当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

ホ：退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち一般会計等の負担見込額

へ：地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している

場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負

担見込額

ト：連結実質赤字額

チ：組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

Ｉ＝充当可能基金額：上記イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241

条の基金（ただし、合併特例債で造成された地域振興基金を除く。）

Ｊ＝特定財源見込額

Ｋ＝地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額

Ｂ＝標準財政規模

Ｇ＝元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

【令和元年度】

（単位：千円）

Ｈ：185,537,337 －（Ｉ：11,612,803 ＋Ｊ：24,190,494＋Ｋ：118,607,109）
＝ 52.4％

Ｂ：69,622,544 －Ｇ：10,328,960
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Ｈ（将来負担額）の内訳 （単位：千円）

区分 金　額

イ 140,023,654 一般会計等の地方債現在高 140,023,654

依頼土地の買い戻しに係るもの 253,995

社会福祉法人の施設建設費に係るもの 972,794

水道事業会計 639,526

公共下水道事業会計 15,535,552

交通事業会計 531,428

病院事業会計 8,399,027

地方卸売市場事業特別会計 223,266

ニ 1,281,739 函館圏公立大学広域連合分 1,281,739

ホ 16,292,527 退職手当支給予定額 16,292,527

ヘ 1,383,829 土地開発公社分 1,383,829

ト － 連結実質赤字額

チ － 組合等の連結実質赤字相当額のうち一般会計等の負担見込額

合計 185,537,337

内　　　　　　　　　　　訳

ロ 1,226,789

ハ 25,328,799
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２ 資金不足比率

公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率

※ 公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化

し経営状況の深刻度を示すもので、この比率が高くなるほど料金収入で資金不足を解消

することが難しくなる。

当年度の資金不足比率は、病院事業会計で16.4％となっているが、経営健全化基準の20％を下

回っており、他の会計では発生していない。

Ｌ
資金不足比率＝

Ｍ

Ｌ＝資金の不足額：

資金不足額（法適用企業） ＝（流動負債－控除企業債等＋建設改良費等以外の経費

の財源に充てるために起こした地方債現在高－流動資

産）－解消可能資金不足額

資金不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費

等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債現

在高）－解消可能資金不足額

Ｍ＝事業の規模：

事業規模（法適用企業） ＝営業収益の額－受託工事収益の額

事業規模（法非適用企業） ＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当す

る収入の額
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【法適用企業の流動負債（控除後）の再掲】 （単位：千円）

流 動 負 債 控除企業債等 流動負債(控除後)

ａ ｂ ａ-ｂ

水 道 事 業 会 計 1,891,835 1,115,135 776,700

公 共 下 水 道 事 業 会 計 5,924,060 4,250,517 1,673,543

交 通 事 業 会 計 259,448 152,626 106,822

病 院 事 業 会 計 8,117,290 1,614,813 6,502,477

 ※　控除企業債等は、建設改良費等に充てるための企業債である。

会 計 名

【各会計の資金不足比率】

流動負債(控
除後)または
歳 出 額

流 動 資 産
ま た は
歳 入 額

解 消 可 能
資金不足額

資金不足額
事 業 規 模
(営業収益)

資 金 不 足
比 率

ａ ｂ ｃ Ｌ=ａ-ｂ-ｃ Ｍ Ｌ／Ｍ

地方卸売市場事業特別会計 397,277 404,807 － △7,530 115,863 －

発 電 事 業 特 別 会 計 4,055 5,011 － △956 4,253 －

水 道 事 業 会 計 776,700 4,066,360 － △3,289,660 4,361,206 －

公 共 下 水 道 事 業 会 計 1,673,543 3,840,853 － △2,167,310 5,351,761 －

交 通 事 業 会 計 106,822 585,321 － △478,499 945,687 －

病 院 事 業 会 計 6,502,477 3,453,983 － 3,048,494 18,587,640 16.4％

 ※１　△表示は黒字

（単位：千円）

企　業　会　計
(法適・法非適)

 　２　法適用企業の流動負債は控除企業債等を控除後の金額である。



３　健全化判断比率の状況（平成30年度決算）
　①　中核市の状況 （単位：％）

順位 順位 順位 順位

函 館 市 16 8.1 22 57.2

旭 川 市 19 7.8 8 89.5

青 森 市 1 15.2 6 97.5

八 戸 市 13 9.3 3 128.9

盛 岡 市 13 9.3 19 60.6

秋 田 市 11 9.6 12 77.1

福 島 市 49 1.1 34 18.2

郡 山 市 33 5.0

い わ き 市 18 7.9 35 17.4

宇 都 宮 市 29 5.3

前 橋 市 15 8.2 17 64.9

高 崎 市 27 5.8 28 37.1

川 越 市 29 5.3 16 68.9

川 口 市 26 6.1 41 3.9

越 谷 市 23 7.2 32 23.9

船 橋 市 50 0.0 37 15.7

柏 市 42 2.9

八 王 子 市 53 △ 0.6

横 須 賀 市 25 6.4 29 36.5

富 山 市 11 9.6 4 118.9

金 沢 市 24 7.1 20 58.6

長 野 市 46 2.1 26 44.0

岐 阜 市 35 4.7

豊 橋 市 38 3.8 23 49.9

岡 崎 市 54 △ 1.2

豊 田 市 41 3.1

大 津 市 48 1.2 40 6.8

豊 中 市 37 4.0 42 1.2

高 槻 市 51 △ 0.4

枚 方 市 52 △ 0.5

八 尾 市 27 5.8 36 16.1

東 大 阪 市 33 5.0 39 6.9

姫 路 市 39 3.6

尼 崎 市 4 12.9 10 88.2

明 石 市 44 2.8 30 28.1

西 宮 市 42 2.9 38 8.6

奈 良 市 5 11.9 2 153.0

和 歌 山 市 6 11.7 5 118.2

鳥 取 市 8 10.8 18 63.1

松 江 市 3 13.9 7 90.8

倉 敷 市 29 5.3 24 47.9

呉 市 9 10.5 11 86.6

福 山 市 47 1.4

下 関 市 10 9.8 9 89.4

高 松 市 16 8.1 14 73.4

松 山 市 22 7.5 21 58.2

高 知 市 2 14.6 1 165.9

久 留 米 市 40 3.3 31 27.9

長 崎 市 20 7.6 15 69.5

佐 世 保 市 36 4.6

大 分 市 29 5.3 27 42.3

宮 崎 市 20 7.6 24 47.9

鹿 児 島 市 45 2.3 32 23.9

那 覇 市 7 11.5 13 74.2

中 核 市 平 均 値 6.2 58.5

都道府県平均値 10.9 173.6

市区町村平均値 6.1 28.9

※ 1　総務省（自治財政局）報道資料による。（中核市は平成30年4月1日現在。）

※ 2　①実質赤字比率および②連結実質赤字比率は、全中核市において発生していない。

※ 3　中核市の平均値は、単純平均のため総務省報道資料の平均値とは一致しない。

※ 4　順位は比率の数値が高い順である。

区 分

健 全 化 判 断 比 率

① 実質赤字比率 ② 連結実質赤字比率 ③ 実質公債費比率 ④ 将来負担比率

（早期健全化基準）
（ 11.25～15％ ）

（早期健全化基準）
（ 16.25～20％ ）

（早期健全化基準）
（ 25％ ）

（早期健全化基準）
（ 350％ ）
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　②　道内主要都市８市の状況 （単位：％）

順位 順位 順位 順位

函 館 市 － － － － 4 8.1 6 57.2

旭 川 市 － － － － 6 7.8 4 89.5

小 樽 市 － － － － 5 7.9 8 43.1

室 蘭 市 － － － － 2 9.6 7 55.9

釧 路 市 － － － － 1 11.0 2 93.7

帯 広 市 － － － － 3 8.9 3 91.1

北 見 市 － － － － 7 7.7 1 143.8

苫 小 牧 市 － － － － 8 6.9 5 65.1

平 均 値 8.5 79.9

※ 1　①実質赤字比率および②連結実質赤字比率は、８市において発生していない。

※ 2　順位は比率の数値が高い順である。

区 分

健 全 化 判 断 比 率

① 実質赤字比率 ② 連結実質赤字比率 ③ 実質公債費比率 ④ 将来負担比率

（早期健全化基準）
（ 11.25～12.22％ ）

（早期健全化基準）
（ 16.25～17.22％ ）

（早期健全化基準）
（ 25％ ）

（早期健全化基準）
（ 350％ ）
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４　資金不足比率の状況（平成30年度決算）

　①　中核市の状況 （単位：千円、％）

資金不足比率

（経営健全化基準）
（ 20％ ）

函 館 市 病院事業会計 3,098,544 17.3 4.4

旭 川 市 病院事業会計 795,622 7.7 1.0

青 森 市 病院事業会計 1,817,832 19.1 2.7

青 森 市 自動車運送事業会計 49,200 2.6 0.1

盛 岡 市 病院事業会計 214,695 5.5 0.3

西 宮 市 病院事業会計 174,720 3.8 0.2

和 歌 山 市 土地造成事業特別会計 601,593 11.2 0.8

下 関 市 臨海土地造成事業特別会計 35,373 0.5 0.1

高 知 市 国民宿舎運営事業特別会計 78,511 31.9 0.1

※　資金不足額が発生している公営企業会計のみ

　②　道内主要都市８市の状況 （単位：千円、％）

資金不足比率

（経営健全化基準）
（ 20％ ）

函 館 市 病院事業会計 3,098,544 17.3

旭 川 市 病院事業会計 795,622 7.7

小 樽 市 病院事業会計 72,985 0.7

室 蘭 市 病院事業会計 145,693 1.7

釧 路 市 　－ － －

帯 広 市 　－ － －

北 見 市 　－ － －

苫 小 牧 市 市立病院事業会計 890,331 9.8

区　　　分
会　　計　　名 資 金 不 足 額

区　  　分

資 金 不 足 比 率

会　　計　　名 資 金 不 足 額 標準財政規模比

資　　　金　　　不　　　足　　　比　　　率
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５ 審査資料の用語説明

用 語 説 明

普 通 会 計 地方財政状況調査において統一的に用いられる会計区分であり、

一般会計と公営事業会計以外の特別会計を統合し、会計間の重複等

を控除して一つの会計として集計したものをいう。

標 準 財 政 規 模 基準財政収入額の算定の対象とされた標準税収入総額と普通交付税

の合計額である。

なお、地方財政状況調査（決算統計）における標準財政規模は、標

準税収入額と普通交付税を加算した額である。

また、健全化判断比率を算出する際の「標準財政規模」は、地方財

政状況調査（決算統計）における標準財政規模と臨時財政対策債発行

可能額の合計額である。

標 準 税 収 入 額 地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般

財源の額をいう。

臨 時 財 政 対 策 債 地方公共団体の一般財源の不足を補てんするため、地方財政法第５
発 行 可 能 額

条の特例として投資的経費以外の経費にも充てるために発行される地

方債で普通交付税の算定額と実交付額の差額である。

解消可能資金不足額 路面交通事業を営む軌道事業などの経営にあたっては、多額の資本

投入を必要とすることから、資金不足を一定期間生じる場合が多く見

受けられる。

しかしながら、減価償却費を除いた経常損益で利益が生じている場

合、長期的にはその利益をもってその資金不足を解消することが可能

と見込まれている。

解消可能資金不足額は、これらの考え方に基づき、資金不足額に含

まれている解消可能資金不足額を当該事業における施設等の残存耐用

年数相当期間内に計画的に解消可能な額を客観的に算定した額をい

う。

基 準 財 政 需 要 額 普通交付税の算定に用いるもので、地方公共団体が合理的かつ妥

当な水準における行政を行うためなどの財政需要を一定の方法によ

って合理的に算定した額をいう。
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